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1．序 論
1965年に大韓民国と日本の間で正式な外交関係が樹立されて以来，韓日両国の人的交流は
増える一方である。人的交流がいかに活発であるかについては，両国の入国者の状況を見る
ことで端的に理解できる。2009年の韓日両国における入国者状況を調べてみると，韓国に入
国した外国人6,942,183人のうち，およそ43.7％にあたる3,032,376人1) が日本人であり，日本
に入国した外国人7,581,322人のうち24.2％の1,835,377人2) が韓国人だった。両国に共通する
のは，入国した外国人総数のうち相手国の入国者数がもっとも多いということである。
人的交流が活発になればなるほど，相手国の言語に関する学習や教育の問題が重要な位置
を占めるようになる。相手の言語を理解した上でコミュニケーションを交わすことができれ
ば，相互の交流における幅や深さを増し加えることができるからである。特に，初等中等学
校で相手国言語に関する教育を受けることができれば，次世代の韓日交流に影響を及ぼす可
能性が高いため重要性もそれだけ大きいといえる。
本稿では，韓日両国の初等中等教育における相手国言語に関する教育，すなわち，韓国の
初・中等学校での日本語教育や，日本の初・中等学校での韓国語教育の現況を整理して，韓
日両国における相手国言語の教育課程を比較・検討することを目的とする。
そのためにまず，韓国の教育科学技術部の統計資料と先行研究による調査結果に基づき，
韓国の初等中等学校における日本語教育の現況を概観する。次に，日本の文部科学省の統計
資料と日本国際文化フォーラムの調査結果を中心に，日本の初等中等学校における韓国語教
育の現況を整理し，両国における教育の現況を比較・考察する。
次いで，韓国の初等中等学校の教育課程と，日本の初等中等学校の教育課程に関する研究
や調査を調べ，教育目標や教育内容の側面から，韓日両国における相手国言語の教育に関す
る教育課程を比較・分析してみることにする。
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1) 出入国・外国人政策本部（http://www.immigration.go.kr/）の2009年度の出入国統計年報を参照。
2) 法務省入国管理局 (http://www.immi-moj.go.jp/) の「平成21年における外国人入国者数及び日本人
出国者数について」を参照。
閔 庚 模
日韓両国の初等中等教育における
相手言語の教育現況および
教育課程についての比較考察
これにより，韓日両国における相手国言語に関する教育にどのような共通点や差異がある
かを探るとともに，今後の韓日両国における外国語教育課程の開発・改正において重要な示
唆を得ることができると考える。
2．韓国の初等中等学校における日本語教育の現況
日本の国際交流基金による「2009年の海外日本語教育機関調査」結果によると，133ヶ国
の日本語学習者およそ360万人のうち，中韓両国の日本語学習者は約96万人で，全体の26.4
％を占め，第１位となっている3)。このうち，韓国の初等中等学校における学習者はおよそ
87万人で，韓国における日本語学習者の90％にのぼる。この数字は，海外で日本語を学ぶ人
たちのおよそ 1 /4 が韓国の初・中・高校生であることを意味している。
韓国における第２外国語教育の面から見ても，日本語教育の比重が相当高いことが分かる。
以下の図表は，韓国の普通科高校で学習できる７つの外国語のうち，選択比率で上位を占め
た５ヶ国語の過去10年間にわたる学習者数の推移4)を示したものだが，日本語の選択比率が
絶対的に高いことが分かる。
2009年度を基準にすると，高校生の総数1,965,792人（普通科合計1,484,966人，専門科合
計480,826人）のうち,「日本語Ⅰ」を学んだ学生は434,030人,「日本語Ⅱ」を学んだ学生は
155,060人で，延べ人数で589,030人に達する。これは，第２外国語のうち，学生の数が２番
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3) 国際交流基金 (http://www.jpf.go.jp/) の「2009年海外日本語教育機関調査」結果（速報値）を参照。
4) 韓国の教育科学技術部の教育統計年報を参考に作成したもので，選択率の低いロシア語やアラブ語
を除外した。2004年からは各外国語のⅠとⅡの学習者数が個別に集計されているが，図表ではこれら
が合算されており，一般系の高等学校と専門系の高等学校の学習者数が合算されている。
＜図表１．韓国の高等学校における第２外国語学習者数の推移＞
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目に多い中国語の2.7倍に相当する数字である。第２外国語を開設した学校数の推移5) を見
ても，高等学校の第２外国語教育において日本語教育が占める位置は確固としたものである
といえる。
2009年度に開校された2,225校の高等学校（普通科1,534校，専門科691校）のうち，日本
語を開設した高等学校は1,803校（普通科1,266校，専門科537校）で，韓国の高等学校の約
81％が日本語課程を運営していることが分かる。
中学校の場合は，日本語を受講する学習者数だけを個別に集計していないため，正確な統
計数を提示することが難しい。ただし,「日本語」が入った「生活外国語」という教科の受
講状況を通して，その現況を間接的に探ることができる。
2009年度を基準にすると，2,006,972人（3,144校）の中学生のうち「生活外国語」を学ん
だ学生は，全体のおよそ21％にあたる421,631人（1,008校）だが，このうちの相当数が日本
語を学んでいると考えられる。2006年度の国際交流基金の調査では，3,048の中学校のうち
761校で日本語教育が実施されたという結果が出ており，2008年にソウル市にある中学校を
対象に教育現況を調査した趙大夏（2010）の研究によると，371校のうち日本語を選択した
学校が86校，中国語と日本語のいずれか１つの言語を選択できるようにした学校が10校あり，
ソウル市の全中学生のおよそ22％にあたる８万1,000人あまりが日本語を受講しているとの
ことである｡「漢文，情報，環境，生活外国語」のうち，いずれか１つの教科を選択する現
在の教育課程を考慮すると，相当に高い数字だということができる。
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5) これも韓国教育科学技術部の教育統計年報を参考に作成したものである。2003年度までは学校数で
はなく学部数が調査されているため，2004年度からの数値を示した。上の図表の数値は,「日本語Ⅰ」
の開設学校数を基準としたものである。
＜図表２．韓国の高等学校で第２外国語を開設した学校数の推移＞
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小学校の場合，日本語は正式教科目としては存在しない。しかし一部の小学校では,「任
意選択活動｣,「放課後学校」などの形態で日本語教育を実施されているとの調査結果がある。
田中洋子（2008）の調査結果によると，2008年２月を基準とすると，全国の小学校中297校
で日本語教育が実施されているという報告があり，韓国の小学校でも日本語教育が実施され
ているとのことだが，この数字は全6,229校（2008年基準，本校と分校を包む）の4.8％にす
ぎないことが分かる7)。
3．日本の初等中等学校における韓国語教育の現況
日本の文部科学省の調査によると，日本の高等学校で開設されたことのある外国語（１校
だけのものも含む）は，全部で16種類（英語を除き，エスペラント語や古典ラテン語を含
む)8) に達するとのことである。そのうち，開設学校数が100校を越える外国語科目9) は，中
国語，フランス語，韓国語，ドイツ語，スペイン語だが，高等学校の開設学校数を基準にす
ると，韓国語は中国語に次いで第２位を占めている。日本の高等学校における外国語科目の
学習者数と開設学校数の推移10) は，次のとおりである。
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6) 教育科学技術部の教育統計年報を参考に「生活外国語」教科が導入された2004年以降の調査結果を
整理して示したものである。
7) 韓国の初等学校の日本語教育の現況については，調査結果の間に差が多い。日本の国際交流基金の
2006年の調査では10校，2009年の調査では３校となっている。また，最近の調査研究によると，首都
圏で任意に選択した600校のうち25校（崔殷 2010)，忠清・全羅地域全体の初等学校のうち14校
（成 2010)，慶山，江原，済州地域で任意に選択した156校のうち14校（朴江訓 2010）が，日本
語教育を行っていると報告されている。
8) 中国語，フランス語，韓国・朝鮮語，スペイン語，ドイツ語，ロシア語，イタリア語，ポルトガル
語，インドネシア語，タイ語，エスペラント語，フィリピノ語（タガログ語)，アラビア語，古典ラ
テン語，ベトナム語，ダリー語が該当する。以後,「外国語」という用語は便宜上「英語を除く外国
語」という意味で使用する。
9) 2009年６月１日の状況を基準として行われ，2010年度に発表された文部科学省の調査結果に基づく。
10) 図表４は，日本の文部科学省の初等中等教育局国際教育課による国際交流等の状況に関する調査結
果を参考に，学習者の人数が上位５位以内に含まれる言語の数値のみを示したものである。この数値
には国立学校は含まれていない。日本の文部科学省は，1986年から１年おきにこの調査を実行してい
る。
年度 ｢生活外国語」開設学校数 ｢生活外国語」学習者数
2004 503校 153,312人
2005 554校 239,637人
2006 754校 325,492人
2007 816校 369,289人
2008 929校 399,936人
2009 1,008校 421,631人
＜図表３．韓国の中学校で「生活外国語」を開設している学校数と学習者数の推移6)＞
2009年を基準にすると，日本の高校生の総数は3,347,311名であり，このうち8,448人が韓
国語を受講したとのことである。学習者数においては，中国語，フランス語に続き，第３位
に相当する数字である。韓国語の学習者数は高校生全体の約0.25％にすぎないが，英語以外
の外国語を受講する高校生の総数が延べ43,818人（高校生全体の1.31％）にすぎない点を考
えると，相当に高い数字だといえる。すなわち，英語以外の外国語を高等学校で受講する学
生のうち，約20％が韓国語を受講したことになる。次に，外国語科が開設されている学校数
の推移を見ると，日本の高等学校における韓国語教育の比重がますます高まっていることが
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＜図表４．日本の高等学校における外国語学習者数の推移＞
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＜図表５．日本の高等学校で外国語科が開設されている学校数の推移＞
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2009年を基準に見ると，韓国語科を開設した高等学校は全部で420校だが，中国語に次い
で第２位を占めており，日本の高等学校全体（5,183校）のおよそ８％に相当する数字であ
る。2009年度に，英語以外の外国語科を開設した学校の実数が729校だったことを考えると，
外国語科目を開設した学校の半数以上で韓国語科が開設されたことが分かる。
中学校の場合は,「外国語」という１つの教科として韓国語を設置できるが，実際に韓国
語教育が実践されるケースはほとんどない。日本の文部科学省が実施した教育統計調査11)を
見ると，中学校での韓国語教育は一部の学校に限定されていることが分かる。
日本の中学校における韓国語教育は，主に「総合的な学習の時間」の国際理解教育や，特
別活動である「クラブ活動」で断片的に行われているようである｡「総合的な学習の時間」
にどの学校でどれほどの韓国語教育が行われているかを示す統計は確認されていないが，中
学校のホームページなどで調査した結果，ゲームまたはクイズの形式で世界の言語の中の１
つとして韓国語を紹介する授業や，韓国の文化を紹介すると共に，あいさつや自己紹介程度
の韓国語を学ぶ授業が行われていることが確認できた13)。
また 福岡市教育委員会が発行した「平成20年度版教育要綱」と「平成21年度版教育要綱」
を見ると，韓国語のクラブ活動の状況が報告されているが，韓国語会話を部活動として実施
する場合，各学校の希望を調査してから，教育委員会の学校指導課で決定することになって
おり，2008年には中学校８校，高校１校，2009年には中学校９校，高校２校で，韓国語会話
の部活動が行われたことが報告されている。
日本の小学校における韓国語教育の現況については，公式の研究や調査が実施されたこと
はないが，日本の小学校でも断片的ではあっても韓国語教育が行われていると思われる。例
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＜図表６．日本の中学校で外国語を開設している学校数と学習者数の推移12)＞
科目 ドイツ語 フランス語 スペイン語 中国語 韓国語
年度 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数
1999 5 155 17 2499 6 212 13 267 12 260
2001 5 － 14 － 2 － 9 － 7 －
2003 5 141 13 1574 5 217 15 545 11 365
2005 3 108 12 1597 4 189 14 594 13 492
2007 6 150 17 2099 4 168 24 921 13 354
2009 2 12 16 1938 6 184 19 490 14 452
11) 日本の文部科学省の初等中等教育局国際教育課による国際交流等の状況に関する調査を参考に作成
したもの。国立学校は含まれていない。
12) 2001年度の学生数についての数値は確認できなかった。
13) 広島県広島市広島学院中学校，佐賀県唐津市立名護屋中学校，福島県須賀川市立小塩江中学校，福
岡県福岡市立平尾中学校などのホームページを参照。
えば，2002年度に神奈川県で県内の877の小学校を対象として行われた調査14)を見ると，小
学校全体の2.3％にあたる20校で韓国語会話の授業が行われたことが報告されている。
小学校での韓国語教育は「教科以外の教育活動」を活用して行われていることが，小学校
のホームページなどで確認できるが,「総合的な学習の時間」の国際理解のための教育や
「外国語活動」を通して，主に簡単なあいさつの言葉，家族の名前，数字，ハングルについ
ての学習が行われていることが分かる15)。
4．韓日両国の初等中等教育における相手国言語の教育の現況比較
２章と３章で考察したとおり，韓日両国の初等中等教育における相手国言語の教育状況に
は，いくつかの共通した特徴を見ることができる。
第一に，韓日両国の学校教育における相手国言語の教育は，主に高等学校の教育課程内で
行われている。これは，キーステージ (Key Stage) 3（小学校６年生～中学校２年生に相当）
に基礎教科として第２外国語教育を導入できる英国や，コレージュ (College) の第４学年
（中学校２年生に相当）から第２外国語を必修課目として導入するフランス，ギムナジウム
(Gymnasium）(小学校５年生～大学１年生に相当）で第２外国語を必須科目として学習す
るドイツ16)などと比較すると，教育の導入時期が遅いことが分かる。
第二に，韓日両国の外国語教育では，中国語，日本語，韓国語の教育が重要な位置を占め
ており，こうした傾向は引き続き強まっている。韓国では，英語以外の外国語の中では日本
語の学習者が一番多く，中国語がその次に多い。日本では中国語の学習者が一番多く，2003
年以降の韓国語の学習者が増加傾向にあることを考えると，近い将来韓国語の学習者数が２
番目に多くなると予想される。
第三に，中学校での相手国言語の教育は，すべて選択科目の１つとして実施されており，
どの科目を選択するかは各学校の任意に任されている。したがって，高等学校での相手国言
語の教育と連係しづらい構造となっている。
第四に，小学校での相手国言語の教育は，両国とも正式な教科ではない学習活動の一環と
して，相手国の文化を理解するための教育の一部として扱われている。もちろん，一部の学
校では日本語（または韓国語）科目が開設されているが，これは主に放課後に開かれる特別
な教育形態として行われているため，例外と見ることができる。
教育現況を調べると以上のような共通点がみられるが，以下のような相違点があるのも事
実である。
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14) 江原美明・青柳美貴子（2003）を参照。
15) 大阪府豊中市立高川小学校，大阪府堺市立少林寺小学校，大阪府三島郡島本町立第一小学校，京都
府南丹市胡麻郷小学校，茨城県つくば市立竹園東小学校，鹿児島県日置市美山小学校，静岡県三島市
立徳倉小学校，静岡県島田市立島田第五小学校などのホームページを参照。
16) 日本の国立教育政策研究所（2004）の英国，フランス，ドイツのカリキュラムを参照（P. 18，46，
75)。
第一に，最も顕著に表れているのは，学習者数の絶対的な差である。2009年を基準として
高等学校での相手国言語の学習者数を比較してみると，韓国の高校生全体のおよそ81％が日
本語を学んでいるのに対し，日本の高校生全体のわずか0.25％しか韓国語を学んでいないこ
とが分かる。もちろん，第２外国語が必須科目に指定されている韓国と，英語以外の外国語
が必須科目に指定されていない日本とを単純に比較することはできないが，高等学校におけ
る相手国言語の学習者数に桁違いの差があるのが現状である。
２番目に指摘できる点は，１つの学校当たりの学生数の差である。日本語教育を実施する
韓国の高等学校は，2009年の基準では1,803校あったが，学生数は延べ589,030人であり，１
学校当たりの平均学生数はおよそ327人となる。一方，日本で韓国語教育を実施する高等学
校は，2009年の基準では420校，学生数は8,448人であり，１校当たりの平均学生数はおよそ
20人にすぎない。これは，外国語教育を担当する教師の地位に差があることが１つの要因だ
と考えられるが，日本の高等学校では１つの学校で教師が担当できる韓国語授業の授業時間
が十分ではないため，その分，正教師ではない時間講師が授業を担当する可能性が大きいの
である。
３番目に，中学校での外国語科目の開設傾向に差が見られる。＜図表３＞と＜図表６＞を
比較してみると，韓国では過去６年間に開設された学校数では２倍，学習者数では2.7倍以
上の伸びが見られるが，日本では学習者数で上位を占める５ヶ国語の学習者総数は1999年に
比べてむしろ減少しているし，開設されている学校数も同じ水準を維持したままである。
最後に，第２外国語を国家レベルで制御しようとする意志に温度差があることを指摘でき
る。韓国の場合，第２外国語が必須科目のひとつとなっているが，開設可能な外国語科目は
７ヶ国語に限定されている。一方，日本の場合，開設可能な外国語科目が限定されていない
ため，2009年度には全部で16の言語が高等学校で開設されたことがある。こうした差により，
教科書の編纂や教育課程の開発において差異が生じていると考えられる。
これまでに見てきた韓日両国における相手国言語の教育に関する相違点・共通点は，韓日
両国の外国語教育課程と深く関連している。国家レベルでの教育課程は，教育目標，教育内
容，教育方法などの総合計画書であるため，この内容に従って教育の実際は変化するよりほ
かないからである。次章では，両国における相手言語の教育課程に注意を向け，その共通点
と相違点を比較考察してみたいと思う。
5．韓日両国の初等中等教育における相手国言語の教育課程の比較
現在，日本で実施されている教育課程は，1998年に告示され，2002年度から全面的に実施
されたもので，戦後７番目の現行学習指導要領（平成10年 文部省告示 第175号，平成10年
文部省告示 第176号，平成11年 文部省告示 第58号)17) に基づくものである。韓国の場合は，
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17) 現行の小学校・中学校の教育課程は「平成15年文部科学省告示 第173号」によって一部が改訂され
ており，高等学校の教育課程は平成14年５月，平成15年４月，平成15年12月に一部が改訂されている。
1997年に告示され，2002年度から全面的に実施された第７次教育課程（教育部告示 第1997
15号)18) に基づいている。
ところが，両国ともに教育課程が改正され，日本では2008年（初等教育)，2009年（中等
教育）に告示され，2011年（初等教育)，2012年（中等教育）にそれぞれ全面的に実施され
る新しい学習指導要領（以下，新学習指導要領，平成20年 文部科学省告示 第27号，平成20
年 文部科学省告示 第28号，平成21年 文部科学省告示 第34号）に変更された。韓国でも，
2007年（教育人的資源部告示 第200779号）と2009年（教育科学技術部告示 第200941号）
に教育課程が改正され，2011年度からは新しい教育課程が導入される。偶然にも，2011年度
は両国共に，初等中等教育の教育課程が変更される時期となったわけである。
したがって本稿では，現在実施されている教育課程と，今後改正される教育課程の両方を
考察対象として，両国の教育課程を比較してみることにする。
5.1 韓日両国の初等教育における相手国言語の教育課程の比較
日本の現行の学習指導要領（平成10年 文部省告示 第175号）によると，小学校の教科に
は外国語関連教科は含まれていない。したがって，小学校では正式な教科として外国語教育
を実施する学校はないものといえる。ただし,「教科以外の教育活動｣19) のうちの「総合的
な学習の時間」に行われる国際理解教育20) を通して,「韓国語教育」が実施される余地があ
る。すでに調べたとおり，実際にこの時間を使って簡単な韓国語教育が行われているが，継
続的な韓国語教育というよりも，１～２回程度の断片的な授業である可能性が高い21)。
しかしながら，現行の小学校学習指導要領は2008年に告示され，2011年度から全面的に実
施される新学習指導要領に変わることになった。新学習指導要領と現行の学習指導要領の大
きな違いは,「教科以外の教育活動」に「外国語活動」を追加したことである。新学習指導
要領によると，３～６学年に「総合的な学習の時間」を70単位，５～６学年に「外国語活動」
を35単位，それぞれ履修することになっている。これにより，小学校に初めて外国語教育が
導入されることになったのである。
しかし,「新学習指導要領 外国語活動編」第 3.1.(1）には「外国語活動については，英
語を扱うことを原則とする」と規定されており，実質的に「外国語活動」とは「英語」を指
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18) ７次の教育課程までに６回にわたる改訂が行われたが，2006年までに行われた３回の一部改訂（教
育人的資源部告示 第200485号，第2005101号，第200675号）後に実施された，４回目と６回目の
改訂は広範囲に及ぶため,「2007改訂教育課程」または「2009改訂教育課程」のように別の名前で呼
ばれている。本報告では，2009年の改訂を「新教育課程」と呼ぶ。
19) 教科以外の学習活動には,「道徳｣,「特別活動｣,「総合的な学習の時間」がある。
20) 小学校の「総合的な学習の時間」は，３～６学年にそれぞれ105～110単位（１単位45分）を履修す
るよう「学校教育法施行規則 別表第１」で規定されている。
21) 2002年度に神奈川県の小学校を対象として調査した江原美明・青柳美貴子（2003）によると，英語
会話の授業を実施した学校は全体の48.6％に当たる426校だったが，英語活動に関するアンケート調
査を見ると,「総合的な学習の時間」に年１回～11回実施したとのことである。このことを考えると，
韓国語活動が行われたとしても１回限りの授業だった可能性が高い。
すことが分かる。ただし,「新学習指導要領解説」には「他の外国語を扱うことも可能であ
る」と述べられており,「英語を扱う場合にも，さまざまな外国語に接するようにして，英
語圏以外の文化についても理解を深めるように実施することが重要だ」と記されている。実
際に，文部科学省の「英語ノート」(英語の教科書に相当）に記載された外国語例を見てみ
ると，さまざまな言語でのあいさつ，数字，文字などを学習するようになっている。
要約すると，日本の小学校の教育課程では，2011年度から学校の任意により「総合的な学
習の時間」や「外国語活動」を利用して，韓国語のあいさつ，数字，文字などの教育が断片
的に行われる可能性があるということである。
韓国の場合，第７次教育課程によると，初等教育は全国民共通の基本的な教育課程（高等
学校１年生まで）に属することになっており，教育課程は「教科｣,「任意選択活動｣,「特別
活動」から構成されている。外国語教育は小学校３年生から実施されるが，このときに学ぶ
外国語は英語である。したがって，日本語教育が教科の１つとして実施されることはなく,
「任意選択活動」の国際理解教育の中で実施される余地がある。この時間は，日本の「総合
的な学習の時間」のように，相手国言語が文化理解教育の一環として扱われることだろう。
この点は，改正後の教育課程でも同じである。直近の改正である「2009年改正 教育課程」
によると，国民の共通基本教育課程は，共通教育課程の小学校教育課程に名前が変更され，
教育課程は「教科（群)」と「体験的教育活動」に再編された｡「体験的教育活動」とは既存
の「任意選択活動」と「特別活動」が統合されたものであり，この「体験的教育活動」で国
際理解教育を行うことができるので，現行の教育課程との大きな違いはないといえる。
ところが，2008年の基準で297校の小学校に日本語科が開設されたという以前の調査結果
からも分かるとおり，韓国の小学校における日本語教育は，日本の小学校における外国語教
育に比べて活発である。これは正規の教科ではない「放課後学校」プログラムの運営による
ものであると考えられる。韓国では2006年から，私教育費を軽減して教育の両極化を解消す
る目的で，既存の特技適性教育，放課後教室，補充学習などを統合し,「放課後学校」とい
うプログラムを運営しているが，このプログラムにより韓国の小学校では特別教育の形で日
本語や中国語の科目を開設する場合があるのである。
これまでの論考を元に，韓日両国の小学校における相手国言語の教育課程を比較すると，
次のようになる。
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両国の教育課程を比較してみると,「総合的な学習の時間」と「体験的教育活動」という
「教科以外の教育活動」において，両国の言語文化を扱う機会が開かれているという共通点
がある。特徴的なこととして，日本の場合は，実際の英語科目である「外国語活動」で英語
以外の言語について紹介するよう教育内容が構成されており，韓国の場合は,「放課後学校」
というプログラムで第２外国語を開設できるという点がある。
教育の内容や教材を比較することには限界があるが，それは両国ともに国際理解教育の内
容を学校側が自主的に構成するようにしており，使う教材を指定したりはしていないためで
ある。韓国の「放課後学校」のプログラムも学校の自主性に委ねられており，日本語教育の
内容やそこで使用する教材はさまざまである。
5.2 韓日両国の中学校における相手国言語の教育課程の比較
「平成10年文部省告示 第176号」を基礎とした日本の中学校の現行教育課程では，教科は
必須科目と選択科目に分かれており，必須科目の中の「外国語」とは実際は「英語」のこと
であるため，必須科目として韓国語教育が実施されることはない。日本の中学校での韓国語
教育は，選択科目の１つである「外国語」や「総合的な学習の時間」の国際理解教育で実施
が可能である｡「学校教育法施行規則 別表２」によると,「選択科目」は最大で165単位22)ま
で開設が可能であり,「総合的な学習の時間」には最大で130単位まで割り振ることができる。
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＜図表７．韓日両国の初等教育における相手国言語に関する教育課程の比較＞
日本 韓国
現
行
の
教
育
課
程
相手国言語の教育実施が可能な授業 総合的な学習の時間 任意選択活動
授業指数
（学年ごとの年間単位）
３４学年 105 68
５６学年 110 68
新
教
育
課
程
相手国言語の教育実施が可能な授業
総合的な学習の時間 体験的教育活動
外国語活動（英語） （英語）
授業指数
（学年ごとの年間単位）
３４学年
70 102
X 68
５６学年
70 102
35 102
特
徴 特別プログラム
「放課後学校」プロ
グラムで日本語教育
の実施が可能
1）日本の小学校の場合，授業は年間35週，１単位45分が原則とし，韓国小学校の場合，年間34週，
１単位40分を原則とする。
2）現行の教育課程については，日本の場合は「平成10年文部省告示 第175号」を基準とし，韓国
の場合は７次教育課程の改正「教育人的資源部告示 第200779号」と「教育科学技術部告示
第2008160号」を基準とする。
3）新教育課程については，日本の場合は「平成20年文部科学省告示 第27号」を基準とし，韓国
の場合は「教育科学技術部告示 第200941号」を基準とする。
現行の学習指導要領の「第３指導計画の作成と内容の取扱い｣23) を見ると，選択科目の１つ
として「韓国語」を指定できる余地がある。国際理解教育の一貫として行われる場合は，韓
国語の教育は限定的なものであり，したがってその実態を把握することも簡単ではない。
学習指導要領には，韓国語教育に関する規定が別途存在しているわけではない。ただし,
「第２各言語の目標及び内容等」の最後の部分にある「その他の外国語」という規定による
と,「その他の外国語については，英語の目標及び内容等に準じて行うものとする」となっ
ており，英語以外の外国語教育は，その目標や内容に関して英語教育に準じて行うことがで
きることが分かる。学習指導要領のみを基準にすると，韓国語の教育課程も英語の教育課程
に準じたものとなるため，３つの一般的目標と，読み，書き，会話，ヒアリングの４つの機
能に関する目標，言語活動や言語材料などの内容が規定されたと考えることもできる。しか
し，中学校において，英語教育に準ずる韓国語教育を実施するのは，実質的に不可能なのが
現実である。英語に匹敵するほどの授業指数の確保が難しいためである。そのため，中学校
での韓国語教育について，国家レベルで実質的な教育課程が策定されるとは考えにくく，中
学校で使われる韓国語教材が特別に作成されたこともない。
現行の学習指導要領は2009年に告示され，2012年に全面的に実施される新学習指導要領
（平成20年文部科学省告示 第28号）に切り替えられる。しかし，新教育課程では韓国語教
育を行う根拠となっていた選択科目の開設が難しくなっており24)，今後中学校での韓国語教
育が縮小される可能性が高い。もちろん，選択科目としてではなく，外国語科目として英語
の代わりに別の外国語を開設することもできるが25)，英語の代わりに他の外国語を開設する
ことは現実的ではないため，2012年以後は中学校での韓国語講座が大きく縮小されることが
予想される。
韓国では現行の中学校教育課程において,「任意選択活動」の中の「教科任意選択活動」
の１つとして日本語教育を行うことができる。現行の教育課程総論の４章「教育課程の編成
・運営指針」によると，中学校における教科の任意選択活動は「漢文，情報，環境，生活外
国語（ドイツ語，フランス語，スペイン語，中国語，日本語，ロシア語，アラビア語)，そ
の他の選択科目の学習時間」に重きを置いて運営することになっており，１学年当たり102
単位（１週間に３回）が割り振られる。外国語教育は任意選択活動の一部となっているが，
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22) 選択教科の授業指数は，１学年では０～30単位，２学年では50～85単位，３学年では105～165単位
である。
23) ｢選択科目としての「外国語」においては，生徒の特性等に応じ多様な学習活動が展開できるよう，
第２の内容その他の内容で各学校が定めるものについて，課題学習，コミュニケーション能力の基礎
を培う補充的な学習，発展的な学習などの学習活動を各学校において適切に工夫して取り扱うものと
する｡」
24) 中学校の新学習指導要領の総則によると，選択教科を開設できるようになるが，学校教育法施行規
則の標準授業指数には，選択教科の授業指数が提示されていない。したがって，中学校で実際に選択
教科を開設することは簡単でないと思われる。
25) 新学習指導要領の第３章の２では,「外国語科目においては英語の履修を原則とし，その解説とし
て他の外国語を開設できる」となっている。
実質的には１つの教科としての位置を占めているわけである。このため，韓国の中学校にお
ける日本語教育は，目標，内容，教授方法，評価に関する国家レベルの規定に従うことにな
る。また，中学校で使用する日本語教材は国定教科書であるため，１種類しか存在しておら
ず，すべての中学校で共通して使われている。
2009年に改正された教育課程では,「外国語」という教科名が「英語」に変わり，任意選
択活動で実施されていた第２外国語の科目が「教科」の中の「選択科目」に格上げされ,
「選択科目」で選択可能な科目が「保健」や「進路と職業」を加えて６科目に増やされた。
ただし，１学年当たりの授業指数は68単位（１週間に２回）と減らされた。それで，日本語
教育に変化が生じることが予想されるが，今のところ具体的な教育課程は出てきていない状
況である。
これまでの論考を表で整理すると，次のようになる。
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＜図表８．韓日両国の中学校における相手国言語の教育課程の比較＞
日本 韓国
現
行
の
教
育
課
程
相手国言語の教育実
施が可能な授業
総合的な学習の時間 任意選択活動の生活外
国語選択科目の外国語
授業指数
（学年ごと
の 年 間 単
位)
１学年
70100
102
030
２学年
70105
102
5085
３学年
70130
102
105165
新
教
育
課
程
相手国言語の教育実
施が可能な授業
総合的な学習の時間
選択科目の生活外国語
選択科目の外国語
授業指数
（学年ごと
の 年 間 単
位)
１学年
50
68
各学校が決定
２学年
70
68
各学校が決定
３学年
70
68
各学校が決定
教育の目標
言語や文化についての理解
コミュニケーションに対する積
極的な態度
コミュニケーション能力の基礎
コミュニケーション能
力の基礎
外国文化に対する関心
内容の体系 言語活動/言語材料
言語的内容
（言語機能/言語材料)
文化的内容
1）日本の中学校の場合，授業は年間35週，１単位50分を原則とし，韓国の中学校の場合は年
間34週，１単位45分を原則とする。
2）教育の目標や内容体系の比較については，日本の場合は「中学校学習指導要領（平成20年
７月)」を基準とし，韓国の場合は「中学校教育課程解説（Ⅴ）(2008年)」を基準とする。
韓日両国の相手国言語の教育課程におけるもっとも大きな違いは，英語以外の外国語に対
する国家レベルでの教育課程の有無である。日本の場合，英語以外の外国語科目の選択は学
校の任意に委ねられており，授業指数，教育内容，教材の選択などに関する国家レベルでの
規定が別途存在することはない。これは韓国語教育を実施しようとする日本の中学校の立場
から見ると，大きな負担となる可能性がある。なぜなら，各学校レベルで教育課程を開発し
なければならないからである。一方，韓国では中学校で開設可能な第２外国語が７つに限定
されており，各科ごとに教育課程が別途準備されている。
また，日本で新学習指導要領に応じた教育課程が実施されると，選択科目を簡単に開設で
きなくなる可能性が高いため，中学校における韓国語教育は今よりさらに縮小される可能性
がある。新教育課程で第２外国語教科を「選択科目」に格上げした韓国とは，第２外国語教
育に対する態度の点でも差が表れているわけである。
韓日両国の外国語教科における教育目標や内容体系はほとんど変わらないが，韓国ではそ
の内容体系において言語的内容とは別に文化的内容を規定している点が，日本の外国語の教
育課程と異なっているといえるだろう。ちなみに，韓国の中学校の教育課程では，基本語彙
として300単語を選定し，コミュニケーションに欠かせない，あいさつ，紹介，情報交換な
どの６分野の基本表現を言語的内容として学習し，言語行動文化，日常生活文化，伝統文化，
大衆文化を文化的内容として学習している。
5.3 韓日両国の高等学校における相手国言語の教育課程の比較
「平成11年文部省告示 第58号」を基準とした日本の現行の高等学校教育課程では，普通
教科の１つとして外国語が設定されているが，外国語教科として開設される科目はすべて英
語科目である。すなわち，外国語教科とは実質的には英語科目であるといえる。ただし，高
等学校の学習指導要領 第８節にある外国語の第７款を見ると，英語以外の外国語科目に関
する規定があり，英語以外の外国語科目を開設できることが分かる。日本の高等学校で英語
以外の外国語教育を実施する場合は,「学校設定科目」として開設できるようになってい
る26)。それ以外には,「総合的な学習の時間」に外国語教育を実施する方法などがあるが，
具体的な履修単位数は学校が決めるようになっている27)。
現行の教育課程は，2009年に告示された「平成21年文部科学省告示 第34号」による新教
育課程に2013年度から切り替えられる。新学習指導要領での英語以外の外国語の扱いは，現
行の学習指導要領とほとんど同じである。ただし，英語以外の外国語の標準単位数に変更が
加えられ，これまで２単位以上だったものが３単位に変更されている。
しかし，高等学校での韓国語教育に関するこれまでの調査報告によると，学校ごとにかな
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26) 高等学校の学習指導要領の総則 第３巻の 1.(8) を見ると,「英語以外の外国語を履修する場合は，
学校設定科目として設ける１科目とし，その単位数は２単位を下らないものとする」となっている。
27) 卒業までの間に，総合的な学習の時間を105～210単位履修できる。これは，週当たり３～６単位に
相当する。
りの偏りが見られる28)。学習指導要領では中学校の教育課程と同様，英語以外の外国語は英
語教育課程に準ずるとしか規定されておらず，国全体として実質的な教育課程が整備されて
いないためである。
こうした状況の中，文部科学省の「学力向上拠点形成事業」の一環である「わかる授業実
現のための教員の教科指導力向上プログラム」(平成17年度－18年度）の委託事業として，
財団法人国際文化フォーラムが行った事業には，韓国語の教育課程に関する内容が含まれて
おり，日本の韓国語教育に与える影響が大きいといえる。この事業は,「英語とは異なる単
位数や教科の設置状況及び教育環境の違い，学習対象言語・文化の特性，日本語・日本文化
との関係性の違いなどから，中国語，韓国朝鮮語のための何らかの指針が必須だとの現場の
ニーズを背景にして」発足したものであり，中国語と韓国語に関する「学習のめやす」の試
行版として作成された｡「学習のめやす」は，2009年から改訂作業が始まり，2011年の春に
は完成版を公開すると発表された｡「学習のめやす」は，学習指導要領と同じような国家レ
ベルの教育課程ではないが，実際の韓国語教育の現場では重要な位置を占めるようになると
思われる。今のところ，これ以外には高等学校での韓国語教育課程に関する研究は存在して
いないからである。
韓国の現行の教育課程の場合，高等学校１学年では任意選択活動の１つとして第２外国語
を選択でき，高等学校２，３学年では外国語教科として第２外国語を学ぶことになる。第２
外国語の科目に含まれる各外国語はⅠとⅡの２科目で構成されており，それぞれ６単位が割
り当てられている。
新教育課程では，第２外国語が技術・家庭，漢文，教養と共に，生活・教養という分野の
教科に属するようになり，この教科で16単位を必須として履修するよう変更された。各科目
の基本単位数は５単位であり，１単位の範囲内で増減して運営することが可能である。既存
の教育課程では，第２外国語，技術・家庭，漢文，教養が都合22単位だったことを考えると，
新教育課程では結果的に学生が履修する科目数が減ることになる。このような教育課程の変
化により，今後は第２外国語科目の学習者数にも変化が生じることが予想される。
これまでの論考を表で整理すると，次のようになる。
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28) 日本の高等学校の韓国語教育の現況については，これまで数多く報告されてきた。代表的なものと
しては，日本の国際文化フォーラム (The Japan Forum，以下 TJF) が1999年と2005年に教育現況を
調査して発表したものがある。また，独立行政法人大学入試センターが，2008年に189校の高等学校
を対象に実施したアンケート調査の結果報告がある。これらの報告書を参考に，韓国語教育の授業指
数，教育内容，使用教材などがさまざまであることを類推できる。
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＜図表９．韓日両国の高等学校における相手国言語の教育課程の比較１＞
日本 韓国
現
行
の
教
育
課
程
相手国言語の教育実
施が可能な授業
総合的な学習の時間 任意選択活動の生活外
国語
教科の第２外国語学校設定科目
授業指数
（単位数)
１学年
３年全体３６単位 任意選択活動全体６単
位３年全体２単位以上
２学年
３年全体３６単位
年間６単位
３年全体２単位以上
３学年
３年全体３６単位
年間６単位
３年全体２単位以上
新
教
育
課
程
相手国言語の教育実
施が可能な授業
総合的な学習の時間
生活・教養教科の領域
学校設定科目
授業指数
（学年ごと
の 年 間 単
位)
１学年
規定なし 生活・教養教科領域全
体16単位３年全体３単位
２学年
規定なし 生活・教養教科領域全
体16単位３年全体３単位
３学年
規定なし 生活・教養教科領域全
体16単位３年全体３単位
1）日本の高等学校の場合，授業は年間35週，１単位50分を原則とし，韓国の高等学校の場合
は，年間34週，１単位50分を原則とする。
＜図表10．韓日両国の高等学校における相手国言語に対する教育課程比較２＞
日本 韓国
教
育
の
目
標
韓国語とその背景を持つ文化に対する理解
韓国語についての基礎的な理解と表現
積極的にコミュニケーションを取ること
基礎的なコミュニケーション能力の習得
日本の文化についての理解
文化の多様性の認識
学習者の自律性と問題解決能力を伸ばすこと
内
容
の
体
系
言語領域
会話，書き，ヒアリング，読みなどの言語
活動
韓国語に関する知識（文字，発音，文法，
表現，語彙）の理解
文化領域
韓国語を背景とした文化の理解
自文化との相違点，共通点，関係性の発見
文化の多様性，可変性の発見
他文化の尊重
多様な文化間の調整
言語的な内容
ヒアリング，会話，読み，書きなどの言語
機能
発音や文字，語彙，文法，基本的な会話表
現の言語材料
文化的な内容
言語行動の文化
日常生活の文化
伝統文化，大衆文化
教
授
学
習
方
法
学習者参加型の活動を導入 正確性よりも柔軟性に重点を置く
言語の構造学習よりもコミュニケーション機
能の習得に重点を置くなど
評
価
コミュニケーション能力の指標と，教師が設
定する到達目標とを根拠に評価
基本的，本質的な点を中心に評価
可及的統合評価の比重を高めるなど
1）教育目標，内容体系，教授学習方法，評価についての比較は，日本の場合は「高等学校の韓国
朝鮮語の学習のめやす（試行版）(2007)」を基準とし，韓国の場合は「教育人的資源部告示 第
200779号 [別冊14] 外国語科教育課程（Ⅱ)」の「日本語Ⅰ」の内容を基準とする。
日本の高等学校教育課程の場合，韓国語は学校が必要に応じて設定する科目であり，授業
指数は学校の自主的判断に委ねられている。一方，韓国の高等学校教育課程では，第２外国
語が必須科目として指定されており，日本語は必須の選択科目として,「日本語Ⅰ」と「日
本語Ⅱ」がそれぞれ６単位と規定されている。両国の相手国言語に関する教育目標や内容に
は類似点が多いが，日本の「学習のめやす（試行版)」では13の話題を中心に言語領域と文
化領域に分けられており，言語領域では表現例を示す方式で言語についての知識（または言
語材料）を提示しているのに対し，韓国の「外国語科教育課程」では６つのコミュニケーシ
ョン機能を中心として基本表現を提示し，基本語彙（日本語Ⅰでは500単語前後，日本語Ⅱ
では900単語前後）を別に提示する方式で，言語材料を示しているという違いがある。
6．結 論
ここまでで，韓日の初等中等教育における相手国言語の教育状況を整理し，両国の教育課
程を初・中・高等学校別に比較してみた。ここまでの内容を要約すると，以下のとおりであ
る。
初等教育では，両国ともに国際理解教育の一環として相手国言語の教育が断片的に行われ
ていることが理解できた。特に，韓国では「放課後学校」プログラムの時間帯に「日本語」
を開設する場合があった。
中学校教育では，両国ともに選択教科の１つとして相手国言語の教育が行われているが，
日本では韓国語科目の開設が学校の任意に任されているのに対し，韓国では「生活外国語」
科目が必須選択科目となっており，開設している学校数がかなり多いことが分かった。今後，
日本で新学習指導要領が実施され，選択科目の開設が縮小されてしまうと，両国の格差はさ
らに広がることが予想される。
高等学校教育では，第２外国語教育のうち相手国言語の占める比重が両国ともに高いこと
が確認できたが，今後もこの傾向は続くものと予想される。ただし，改正された教育課程に
よると，両国ともに基礎教科の比重が高まり，英語教育を強化しているため，第２外国語教
科自体が縮小される可能性はなきにしもあらずである。
最後に，これまでの比較考察をもとに今後の教育課程の改正と開発について言及すること
で，本稿を終えることとする。
第一に，これから相手国言語に関する初等教育課程を開発する場合は,「総合的な学習の
時間」と「体験的教育活動」で行われる国際理解教育の目標に合わせて，週当たり２～３回
（日本の場合は週当たり２回，韓国の場合は週当たり３回）の分量で開発する必要があると
いう点を指摘できる。韓国の場合は,「放課後学校」プログラムで「日本語」を開設するこ
とが珍しくないため，この点も念頭に置いて教育課程を開発する必要もあるだろう。
第二に，小学校での国際理解教育は，初等教育と中等教育の相互の連係を考慮に入れて,
「近隣国理解教育」という側面からアプローチする必要があると思われる。中・高等学校に
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おける英語以外の外国語のうち学習者数が多いものが，中国語や韓国語（または日本語）だ
からである。そのため，韓日両国が国際理解教育で共通して使用できる教育課程と資料の開
発が必要となるだろう。
第三に，中学校での相手国言語の教育は，両国の間の違いが大きいため，教育課程の比較
自体が不可能だが，日本の中学校に必要な韓国語教育課程についていえば，それは「総合的
な学習の時間」の国際理解教育に合わせて開発する必要がある。すなわち，韓国語教育だけ
を目的とした中学校用の教育課程は，現実的ではないということである。この点は，韓国で
も同じであり,「生活日本語」を開設していない学校で，国際理解教育の時間に利用できる
資料の開発が必要である。
第四に，現在，日本の高等学校で使用する韓国語教育の教育課程が，日本の韓国語教育者
によって開発されているが，これは教育現場で教師が直面する難しさを考えると大変励みに
なることであり，この教育課程を完成させることは重要である。現在，日本で開発されてい
る「学習のめやす」が韓国の「日本語Ⅰ」の課程に相当するものと考えると，韓日両国が高
等学校の基礎韓国語（または日本語）の教育課程の相違点，類似点，対応点を考慮しつつ，
それを参照しながら今後の自国の教育課程を開発する必要があると思われる。ヨーロッパ共
通参照基準 (Common European Frame work of Reference for Languages) の例もあるが，日
本の「学習のめやす」はその内容を参考にして作成されており，韓国の日本語教育課程とヨ
ーロッパ共通参照基準に対応する面があることを考えると，実現不可能なことではないだろ
う。さらに，中国語の教育課程も含めた，東北アジアの３ヶ国の学校教育に関する共通参照
基準を考える必要もある。ヨーロッパで開発された共通参照基準を元に，言語別の profile
を作る作業が行われるなら，それは明らかに韓日両国の外国語教育において重要な意義をも
つことになるだろう。
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閔庚模氏の報告をめぐる討議
閔氏が掲げた研究テーマである「日韓両国の初等中等教育における相手言語の教育現況お
よび教育課程に関する比較考察」では，日本と韓国における「相手言語の教育」への取組に
ついて，教育課程上の共通点や差異を明らかにするとともに，諸課題を踏まえつつ今後の進
むべき方向性を教示している。
氏の発表から，日本国際交流基金の「海外日本語教育機関調査」(2009) を通して，韓国
の初等・中等学校において,「日本語」教育が積極的に展開されていることがわかる。具体
的に見てみると，全世界における日本語の学習者がおよそ360万人，そのうち韓国が約96万
人を占めている。さらに初等・中等学校での学習者は約87万人におよび，全体のほぼ90％に
まで達している。
このことは韓国における「相手言語の教育」の重要性に着眼した，特色ある教育課程に依
拠する。その特徴として，小学校では「放課後学校」における日本語学習が，中学校では
「生活外国語（日本語を含む７か国語)」が選択科目として位置づけられている。また，高
等学校では「生活外国語（任意選択)」および「第２外国語教育（教科)」を開設し，2009年
度には約1800校でおよそ59万人の生徒が受講している。これらの数値は，韓国における「相
手言語の教育」の占める比重が大きいことを実証する。
なお，本発表の際には適宜，図表が用いられ，韓国における「相手言語の教育」の実際に
ついて，量的な変遷についても明らかになった。今後，日韓両国の「相手言語の教育」の充
実を図るうえで，それぞれの教育課程に着目した分析・検討が，今後の望ましいあり方を模
索していくうえで大きな手がかりとなるであろう。
ここで本発表に対し，日本の初等・中等学校における教育課程について，近畿各府県教育
委員会への聞きとり調査結果を交えながらコメントを加える。
まず小学校では,「総合的な学習の時間」の一部を国際理解教育として位置づけ，韓国語
（ハングル）に関わる教育を伝統・文化・言語などに着目し，ゲストティーチャーによる体
験活動などが行われている。こうした取組のねらいは，語学教育というよりも諸外国につい
て知るところに力点がある。つまり体験活動を通して，児童が諸外国に関して興味・関心を
深め，学習意欲を高めることをめざす。取組の実施状況については，近畿各府県教育委員会
からの聞きとりによると，詳細な把握にまでは至っていないことがわかった。しかし地域の
実情を踏まえつつ，多様な教育実践が展開されていることも事実である。
なお，2011年度から新学習指導要領の完全実施により,「外国語活動」が導入される。そ
の具体化については,『学習指導要領に「外国語活動においては，英語を取り扱うことを原
則とすること。(第４章外国語活動第３指導計画の作成と内容の取扱い１(1))」とあるため，
原則から逸脱する必然性がない場合に，外国語活動として「韓国語」を設定することはない
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と考える。ただし,「原則」とある以上，法的に認められないという意味ではない。また，
科目の目的を実現できることは当然の前提とした上で，そのためにどのように学習内容（手
段）を定めるかについては，教育委員会ではなく学校に主導権がある｡』とのＡ県教育委員
会からの見解が参考になる。すると主に「総合的な学習の時間」を創意工夫することにより,
「韓国語（ハングル)｣（以下,「韓国語」と記す）教育の可能性を見いだすことになるであ
ろう。今後，各学校で教育課程を編成する際に，地域の実情や児童の実態を踏まえながら，
諸外国について知るという視点に立ち,「韓国語」をはじめ，幅広い教育活動の展開が期待
される。
次に中学校では，確かに「選択教科」を用いて「韓国語」教育を実施できる。しかし，そ
の運用の実情として，英語の時間を１時間増やすだけに留まる傾向にある｡「選択教科」は，
各教科の学習内容を更に深めたり，基礎学力の向上をめざす時間として充てられることが多
い。すると「韓国語」教育については,「総合的な学習の時間」の一部を活用した取組に留
まり，そのねらいは語学教育というよりも，小学校に同じく諸外国について知ることをめざ
すことになる。その一方で地域の実情を踏まえ,「韓国語」教育に力を入れている学校も見
られる。また，部活動やそれに類する取組として,「韓国語」を学ぶ活動も展開されている。
ただし，こうした活動は教育課程外として位置づけられている。
なお，2012年度から新学習指導要領の完全実施により,「選択教科」がなくなり,「韓国語」
教育を実施できる可能性は,「総合的な学習の時間」にほぼ限定される。各教師が「相手言
語の教育」の重要性について理解を深め，どのように教育課程に組み入れて展開するのか，
それぞれの認識が問われている。それは国際理解教育にかかわる体験活動が，生徒の進路選
択を進めるうえで，大きな影響をもたらすからである。ただしこちらについても,『学習指
導要領に「その他の外国語」への言及（｢その他の外国語については，英語の目標及び内容
等に準じて行うものとする（第９節外国語第２各言語の目標及び内容：その他の外国語)｣）
があるため，教科「外国語」の中の科目として「韓国語」を設定することは，不可能とは考
えていない。ただ，実態としては，県内のすべての中学校において，教科「外国語」として
は科目「英語」のみが開設されている｡』とのＡ県教育委員会からの見解が参考になる。
最後に高等学校では,「学校設定科目」の一つとして「韓国語」教育を位置づけている。
それを実施している学校数について，近畿の府県教育委員会からの聞きとりによると，滋賀
県（２校)，大阪府（44校)，京都府（０校)，兵庫県（17校)，奈良県（２校)，和歌山県
（３校）であった。この結果から，韓国で「日本語」を学ぶ生徒数が１校あたり327名に対
し，日本で「韓国語」を学ぶ生徒数が１校あたり20名であることが明らかになった。その理
由として，専任の教員を配する学校がわずかで，担当教員数が少ないことなどがあげられる。
そこで「韓国語」教育をはじめとする外国語教育の充実を図るうえで,「相手言語の教育」
を見据えた教育課程を編成することが重要である。
なお，2013年度から新学習指導要領の完全実施により，現行の「韓国語」教育などの外国
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語教育の実施の有無に拘わらず，再度「国際理解教育」の視点に立ち，グローバルな世界に
生きる人間形成を図る効果的な手だてとしての外国語教育のあり方について，その重要性を
踏まえた再考が求められている。
筆者は,「学校教育における教育課程」を専門に研究している立場ではない。過去に公立
中学校の教育現場に身を置いた経験があり，その経験に基づき発表内容との照合を図りつつ
考察を進めた。韓国における「日本語」教育の進展に目を見張るともに，日本においても
「相手言語の教育」のあり方について議論が必要であることを実感した。今後，児童・生徒
を取り巻く社会はグローバル化が進み，言語を媒体にした相互理解が余儀なくされる時代が
目前まで迫りつつある。人と人とが相互理解を深めるうえで，言語は欠かせないツールであ
る。改めて，日本の教育課程において,「相手言語の教育」をどのように位置づけるのか，
氏の論文を通して，その課題解決と具体化に向けて大きな示唆を得ることができた。
（本学経済学部准教授 松岡敬興）
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